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市 民 福 祉 委 員 会 記 録 

 

１ 日 時  令和６年６月１０日（月） 

午前１１時０５分 開会 

午前１１時２１分 閉会 

 

２ 場 所  第３委員会室 

 

３ 出席委員 

委員長 黒 田 真 徳   副委員長 藤 田 誠 一 

委員   加 藤 昌 延   委員   渡 辺 高 博 

委員   伊 藤 嘉 秀   委員   井 谷 幸 恵 

委員  小 野 辰 夫   委員   篠 原   茂 

委員  伊 藤 謙 司 

 

４ 欠席委員 

なし 

 

５ 説明のため出席した者 

副市長 原  一 之    

・福祉部     

部長 久 枝 庄 三  総括次長（健康政策課長） 佐 々 木 正 子 

地域福祉課長 真 鍋 達 也  生活福祉課長 越 智 達 郎 

地域福祉課主幹 村 上 美 香     

・福祉部こども局     

局長 沢 田 友 子  こども未来課長 矢 野 佳 美 

・総務部     

次長（税務長 兼 課税課長） 須 藤 充 史    

 

６ 委員外議員  伊 藤 義 男   

 

７ 議会事務局職員出席者 

議会事務局議事課長  德 永 易 丈   議事課係長  村 上 佳 史 

 

８ 本日の会議に付した事件 

（１）付託案件審査 

     議案第５２号  令和６年度新居浜市一般会計補正予算（第２号） 

 

９ 会議の概要 

○ 開 会  午前１１時０５分 

 

 



2 

 

●黒田委員長：＜開会挨拶＞ 

○原副市長：＜挨拶＞ 

 

（１）付託案件審査 

◎福祉部関係 

◇議案第５２号 令和６年度新居浜市一般会計補正予算（第２号） 

○佐々木福祉部総括次長（健康政策課長）：＜説明＞ 

＜質 疑＞ 

●井谷委員：大変複雑なシステムになっているため、市役所、事業所の事務が大変になっていると聞

いているが、税務署から資料はもらっているのか。 

○須藤総務部次長（課税課長）：住民税の定額減税については、課税資料に基づいて減税する。税務

署からもらっている所得税の資料に基づいて減税したとして、定額減税補足給付金の算定を行ってい

る。 

●篠原委員：物価高騰対応重点支援給付金と定額減税の対象者は新居浜市に何人いるのか。 

○須藤総務部次長（課税課長）：住民税の定額減税対象者は、約５万2,000人である。 

○越智生活福祉課長：令和６年度に新たに住民税非課税世帯となる世帯は、2,100世帯を見込んでい

る。また、新たに住民税均等割のみ課税世帯となる世帯は1,000世帯を見込んでいる。そして、それ

らの世帯で扶養されている18歳以下の児童は、600人を見込んでいる。 

●井谷委員：定額減税と給付金を両方とも受けられる世帯と両方とも受けられない世帯があるとの報

道を聞くが、新居浜ではそのようなことがどれくらいあるのか。 

○久枝福祉部長：今回の定額減税補足給付金支給事業費では、定額減税で減税しきれない人に対する

給付事業を行う。両方ともに該当しないのは、住民税が非課税や、住民税が均等割だけの世帯となっ

ている方で、その方々において、令和５年度の住民税非課税や均等割世帯については、すでに10万円

の支給事業を前年度から行っている。今回の物価高騰対応重点支援給付金については、令和６年度に

新たに住民税が非課税、もしくは均等割のみになった世帯に対する10万円となるので、こういった給

付金や減税を受けることができ、今回は重なってもらうことはない。昨年度からの給付も含め、何も

対象にならないということはないと考えている。 

●藤田副委員長：定額減税補足給付金支給事業費と令和６年度物価高騰対応重点支援給付金支給事業

費について、それぞれの目標としている給付金の支給日は、いつになるのか。 

○真鍋地域福祉課長：まず、定額減税補足給付金においては、マイナンバーと連携をして公金受取り

口座を登録している対象者には、７月末頃を予定している。次に、物価高騰対応重点支援給付金につ

いては、公金受取り口座登録者には、第１回目の給付は８月中旬頃を目標としている。 

●井谷委員：定額減税補足給付金支給事業費のうち、5,000万円近くが事務費となっているが、職員

の事務の負担はどのような感じになるのか。 

○真鍋地域福祉課長：定額減税補足給付金支給事業費の事務については、基本的には業務委託を行う

こととしているが、業務の進捗管理を行う職員を配置する必要があるため、その部分については、職

員の労力が発生するものと考えている。 

＜討 論＞ 

●井谷委員：定額減税と給付金については、市民にとって家計の助けとなるため、賛成するが、懸念

することがある。１点目は、報道によると、仕組みが大変複雑なため、自治体や企業が膨大な事務負

担に悲鳴を上げている。また、２点目は、定額減税と給付金の両方とも受けられる世帯、両方とも受

けられない世帯があるということを報道で聞いている。３点目は、一番低所得な世帯への給付が、収
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入の多い世帯に比べて少ないという事例が起きるという懸念があり、不公平なことが生じる制度では

ないかと思う。支援を受けられないはざまの世帯が発生しないように要望して賛成する。 

＜採 決＞  全会一致 原案可決 

 

 

○ 閉 会  午前１１時２１分 
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市民福祉委員会付託案件表 

 

令和６年６月１０日 

 

○福祉部関係 

議案第５２号 令和６年度新居浜市一般会計補正予算（第２号） 

第１表  歳入歳出予算補正中 ﾍﾟｰｼﾞ 

歳出 全部 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   5･9･10 

 

 


